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令和元年度事業報告書 

（自平成３１年４月 至令和２年３月） 

 

 令和元年度における事業の実施状況は次のとおりである。 

 

Ⅰ 一般報告 

１．役 員 

令和元年６月２６日の役員数は、次のとおりである。 

   理事長         １名 

      副理事長        １名 

    理 事         ９名（理事長、副理事長を含む） 

    監 事         ３名 

    評議員         ９名 

 ２．会 議 

  開催された会議は、次のとおりである。 

  イ 第１回定時理事会 

    開催月日  令和元年６月１１日 

    報告事項  職務執行状況 

    審議事項  平成３０年度事業報告及び決算書案承認の件 

個人維持会員入会申込者の承認の件 

          評議員会開催の件 

          評議員の候補者推薦の件 

          その他の件 

  ロ 第２回定時理事会 

    開催月日  令和元年１１月１日 

報告事項  職務執行状況 

    審議事項  令和２年度事業計画及び収支予算案承認の件 

  ハ 理事会（全理事の同意による見なし決議） 

    開催月日  令和２年３月３０日 

    審議事項  2020年国際会議の中止等の判断および中止等に伴う手続きに関する

授権の承認の件 

  ニ 第 1回定時評議員会（全評議員の同意による見なし決議） 

    開催月日  令和元年６月２６日 

    報告事項  平成３０年度事業報告の件 

          個人維持会員入会の件 

    審議事項  平成３０年度決算書案承認の件 

          評議員の選任の件 

          その他の件 

  ホ 常務委員会 

開催月日  令和元年６月１１日、１１月１日、１２月１９日     １０回 

７月１２日、１１月１日、令和２年２月７日、３月２３日（ＣＭＩ



国際会議開催準備委員会として開催） 

７月３日、１１月８日、令和２年２月７日（ＣＭＩ国際会議開催準

備委員会（エクスカーション部門）として開催） 

           

 ３．補助金 

    令和元年度の補助金は、次のとおりである。 

     海事学術研究補助金      １７，２８５，０００円  

（公益財団法人）日本海事センター 

 

 

Ⅱ 研究事業 

 年度内に実施した事業は、次のとおりである。 

１．研究委員会 

船舶ファイナンス委員会 

 開催月日  令和元年６月２７日、１２月２０日            ２回 

   船舶競売委員会 

    開催月日  令和元年９月９日                    １回 

活動報告会 

開催月日    令和元年１２月１９日 

   その他 

   2020年の万国海法会国際会議開催に関する組織委員会 

開催月日    令和元年１２月１９日 

ＣＭＩ国際会議東京開催打合せ 

    開催月日    令和２年１月２０日～２２日 

出 席 者  Dieter Schwampe氏（CMI 副会長）、Rosalie Balkin 氏（CMI 事務局

長）、 Lawrence Teh氏（CMI 事務執行者）、江頭憲治郎、山下友信、 

藤田友敬、後藤元 

 ２．海外事業 

 万国海法会メキシコ・コロキアム、2019年総会、国際作業部会、常設委員会 

開催月日  令和元年９月２９日～１０月２日 

開催場所  メキシコシティ（メキシコ） 

出 席 者  江頭憲治郎、藤田友敬、後藤元、飯田秀総、笹岡愛美、南健悟、 

      増田史子、中村秀之、久保治郎  

３．海法会誌の出版 

    「海法会誌」復刊第６３号を発刊した。 

 ４．日本海法学会への協力 

    日本海法学会に対して協賛金の支出その他の協力を実施した。 

その他 

   令和元年 7月 3日 2020年に東京で開催される万国海法会第 43回国際会議の運営

業務について、日本コンベンションサービス（株）と業務委託契約を締結 

  



 

 

 

令和元年度事業報告 附属明細書 

 

 

 

 令和元年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第

３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しな

いので作成しない。 

 

 

令和２年５月 

公益財団法人 日本海法会 

 


